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2026 年 3月期第 2四半期 会社説明会の質疑応答 

 

【質問１】 

Ｑ：預金利回り 0.29％は地銀の中でも高水準となっているが、どのような戦略が影響したのか等、預金

利回りがこれほど高くなった背景について教えていただきたい。 

 

Ａ：預金利回りが高い点については、2025 年 3 月期に預金の獲得に注力する中で、公金預金を中心

に大口・高金利の預金を獲得したことが影響している。今期に入ってからは調達構造の見直しに取り

組んでおり、高金利の預金を減らして粘着性のある個人預金や法人預金への入替えを進めている。

2025年9月末時点では個人預金、法人預金ともに前期末比で増加しているが、公金預金は減少

している。しかし、上期を通しての預金利回りは前期の余波で高い水準となった。また、利上げが行わ

れると、預金金利は貸出金利と異なり、すぐに上昇することも要因としてある。さらに、マイナス金利が

解除されて以降、法人・個人問わず預金に対する行動の変化が見られるようになり、従来は流動性

預金に滞留させていた方々が、高い金利を求めて預金を移動するようになり、特に公金預金などの大

口定期預金では追随率が 100％以上の水準で落札されている。このような状況を踏まえて調達構造

の見直しに取り組んでいることから、年間を通してみれば預金利回りはもう少し改善される予定である。 

 

【質問２】 

Ｑ：有価証券関係の損益について、株式等損益が上期に 30 億円、下期に 95 億円、通期で 125 億

円を見込む一方で、国債等債券損益は上期に▲9億円、下期に▲16億円、通期で▲25億円を

見込んでおり、下期の株式等損益のほとんどが利益の積み上げになっている。債券相場において想定

以上に金利が上昇していることから、株式の売却益を活用して債券ポートフォリオの入替えを行うとい

う選択肢もあったように思う。また、今後債券の残高を増やしていくということであれば、どのようなタイミ

ングで増やしていくつもりであるかも含めて、債券ポートフォリオについての考えを教えていただきたい。 

 

Ａ：上期の株式等損益は、純投資株式の売却益が大部分を占める。政策保有株式の縮減については

目標を掲げて取り組んでおり、保有先との対話を重ねながら進めているが、金額が大きく市場でまとめ

て売却することが難しいなどの事情があれば急には解消できない。しかし今年度は9月までに10先で

時価100億円以上の縮減について合意済で、10月以降徐々に売却を進めていることから、下期の

株式等損益には政策保有株式の売却益が相応に含まれると考えている。債券については、9 月末

時点の評価損益が▲434 億円であるが、近年デュレーションを短くしてきており、また国債については

流動性の確保や担保提供などのために一定程度の残高を保有する必要があることから、アセットスワ

ップを活用することでヘッジを行っている。9 月末時点のアセットスワップ残高は 950 億円で、その評価

益は約 130 億円あることを勘案すれば、実質の評価損益は公表値よりも少なくなる。政策保有株

式の売却益については、アセットアロケーションにて説明しているとおり、DXなどの成長分野への投資に

充てるほか、自己資本の積み上げなどにも充てていく予定で、債券ポートフォリオの入替えに充当する

ことは今のところ考えていない。 
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【質問３】 

Ｑ：中期経営計画の KGI について、2027 年度の連結当期純利益 190 億円を掲げる一方で今年度

の業績予想における利益水準は既に 180 億円あり、保守的な目標ではないか。他行の事例を見て

も、昨今の市場環境の変化をうけて中計の目標を引き上げたところも多数ある。連結当期純利益目

標 190億円について、実際には上振れする可能性や、今後 KGI の見直しを行う可能性について教

えていただきたい。 

 

Ａ：中期経営計画の KGI は、経営統合した 2022 年 10 月に第 3 次中期経営計画までの目標を策

定したうえで公表した。その後、金利情勢の変化などがあり計画と乖離が出てきたことから、2025 年

5 月に目標を見直したうえで、第 2 次中期経営計画最終年度の連結当期純利益目標を 190 億

円以上、ROE は純資産ベースで 5.0％以上という目標に修正した。説明会資料の中では、2027

年度の ROE5.0％以上、2030 年度の ROE6.0％以上、中長期的には株主資本コスト以上の

ROEを目指すとの記載があるが、実際にはこれより前倒しで目標を達成したい。現在の長期収益シミ

ュレーションでは、短期金利 0.75％を前提条件としている。今後日銀による利上げがそれ以上に見

込まれるようであれば目標の上方修正が必要になることから、第 3 次中期経営計画最終年度の利

益目標やROE については、なるべく早く達成したい。 

 

【質問４】 

Ｑ：貸出金利回りについて、前年同期と比べて約 20bp の利回り改善にとどまっているが、貸出金の構成

で変動金利割合が低いわけではなく、もう少し利回りが改善しても良いように思う。特に事業性の融

資において利上げがパラレルにできているかなど、要因について教えていただきたい。 

 

Ａ：変動金利貸出の中でも市場金利連動貸出が約 18％と少ない。市場金利連動貸出は利上げが適

用金利にすぐに反映するが、短プラ連動貸出では短プラが改定されてから実際に適用金利が引き上

がるまでにタイムラグがあり、特に住宅ローンでは数か月後まで反映しない場合もある。ただし、短プラ

連動貸出については契約に基づいて短プラが上昇すれば、その分、適用金利にも反映される。一方

で、適用金利を相対交渉で決めている融資形態では利上げの折衝が必要になるが、金利上昇に時

間を要する、或いは金利上昇分の全てを引き上げられないケースもある。また、新規実行金利につい

ては、愛知県は金融機関同士の競争が激しいことから、市場金利上昇分を全て反映することが難しい

面がある。 
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【質問５】 

Ｑ：今年度の業績予想について、コア業務粗利益の水準が前年対比で増加していないことについて、どの

ような要因があるか教えていただきたい。 

 

Ａ：今年度の業績予想は、資金利益、役務取引等利益ともに減少を見込んでいる。資金利益について

は、貸出金利回りの上昇により貸出金利息は増加するが、預金利息の増加がまだ多く、仮に 12 月

や 1 月に日銀による利上げが行われれば、今年度の業績に対して預金利息はすぐに増加の影響を

受けるものの貸出金利息の増加はほとんど影響しない。有価証券については、経営統合した際に発

生した二重簿価を解消するため売却を進めてきたが、それらの資金の大部分は、日銀による利上げ

が行われる可能性があったことから預け金に滞留させてきた。早ければ今年の春ごろにも利上げがある

かと思っていたが実際には無かったため、今年度から少しずつ再投資を始めているが、有価証券残高

が減少していることも資金利益の減少要因になっている。 

 

【質問６】 

Ｑ：P19 の戦略的システム投資と ROE 向上の図表について見方を教えてほしい。2027 年度の戦略的

システム投資によるマイナスについては、減価償却費という観点で捉えればよいのか、実際の投資額と

いう観点で捉えればよいのか、教えていただきたい。 

 

Ａ：P19 の資料右下に記載しているが、システム投資額は一時費用と 5 年分のランニング費用の合計で

あり、減価償却費は含まれていない。例えば統合関連費用などの経費であれば減価償却費が含ま

れることもあるが、この資料に記載の戦略的システム投資額に減価償却費は含まれない。5 年分のラ

ンニング費用を含めるのは当行のルールであるが、昨今ではハードなどの一時費用よりもランニング費

用のほうが高額になることも多いためである。 

以 上 


